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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

注）１．１株当たり当期純利益は米国財務会計基準書第128号「１株当たり利益」に基づいて算出しております。 
   ２．当社の連結決算は「米国会計基準」に準拠しておりますが、営業利益は「売上高」から「売上原価」「研究開発費」および「販売費および一般管理費」
を差し引いたものを表示しております。 
 
(2) 連結財政状態 

（注） 株主資本の金額は、米国会計基準に基づいて表示しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 税引前当期純利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 546,470 △20.5 △68,355 ― △89,335 ― △82,625 ―
20年3月期 687,745 △0.7 5,094 ― △3,252 ― △15,995 ―

1株当たり当期純利益
希薄化後1株当たり当期純

利益
株主資本当期純利

益率
総資産税引前当期

純利益率
売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △669.04 △669.04 △46.5 △16.3 △12.5
20年3月期 △129.52 △129.52 △6.5 △0.5 0.7

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  307百万円 20年3月期  △207百万円

総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 482,545 128,130 26.6 1,037.51
20年3月期 616,304 227,138 36.9 1,839.20

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △6,933 △49,256 △4,295 101,279
20年3月期 43,262 △37,769 △22,985 165,472

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

株主資本配
当率（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注） 当社株主に帰属する当期純利益※    第２四半期連結累計期間 △27,000百万円  通期 △9,000百万円  
   １株当たり当社株主に帰属する当期純利益  第２四半期連結累計期間 △218円62銭  通期 △72円87銭 
  ※「当社株主に帰属する当期純利益」は、平成21年３月期までの「当期純利益」と同じ内容です。  
 
（注） 詳細は７ページ、(1)経営成績に関する分析 ５．次期の見通しをご覧ください。 
 

売上高 営業利益 税引前当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

第2四半期 
連結累計期間

215,000 △35.5 △25,000 ― △26,500 ―

通期 480,000 △12.2 0 ― △7,500 ―



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う子会社の異動）  有  

（注）詳細は、13ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 
 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 2社 （社名
福井日本電気株式会社、ＮＥＣセミコ
ンパッケージ・ソリューションズ株式
会社

）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 123,500,000株 20年3月期 123,500,000株
② 期末自己株式数 21年3月期  2,306株 20年3月期  2,039株
③ 期中平均株式数 21年3月期 123,497,808株 20年3月期 123,498,165株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 476,516 △19.1 △55,413 ― △52,102 ― △77,941 ―
20年3月期 588,999 △1.2 △26,801 ― △29,505 ― △28,417 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △631.12 ―
20年3月期 △230.10 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 391,604 159,843 40.8 1,293.75
20年3月期 508,282 237,765 46.8 1,924.78

（参考） 自己資本 21年3月期  159,775百万円 20年3月期  237,706百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断しており、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。そのため、実際の業績は、今後
の様々な要因の変化により、業績見通しと乖離する可能性があります。 



  

① 当連結会計年度の経済および事業環境 

  

当連結会計年度の世界経済は、前期の後半から続いた景気の後退基調に、年度の前半は原油価格の高騰、後半

は金融市場の混乱がそれぞれ一層の拍車をかけ、極めて厳しい不況に陥りました。特に昨年の秋以降には、サブプ

ライムローン問題に端を発した金融市場の混乱が米国において大手金融機関の経営破綻という深刻な事態をもたら

し、それによる経済への悪影響が米国だけでなく、住宅バブルを抱えていた欧州、さらには中国などの新興国にも

急速に広がり、世界同時不況の様相を呈するに至りました。こうした中で、日本経済についても、海外の景気悪化

により輸出が大幅に減少し、国内の製造や雇用の調整等が一気に進むとともに、急激な円高の進行による輸出採算

の悪化が国内の製造業に大きな打撃を与えるなど、景気は大きく落ち込みました。 

  

  こうした情勢のもと、当社グループの主力事業領域である半導体市場においては、昨年夏以降、顧客である電

子・電気機器業界や自動車業界が受けた急激な需要の減少に伴う在庫調整および発注抑制の影響を受け、海外では

経営破綻する大手半導体企業が現れるなど、平成13年のＩＴバブル崩壊時の半導体不況を上回る厳しい状況となり

ました。  

  

  

② 当連結会計年度の連結業績 

  

 当連結会計年度の連結売上高は5,465億円と、前期と比べ1,413億円（20.5％）の減少となりました。 

 製品分野別でみると、すべての分野において売上高が前期と比べ減少となり、特にコンピュータおよび周辺機器

分野、ディスクリート・光・マイクロ波においては、売上高が前期と比べ25％以上の大幅な減少となりました。 

  

 連結営業損益は684億円の損失で、前期と比べ734億円の悪化となりました。これは、連結売上高が前期と比べ減

少したことなどによるものです。 

  

 連結税引前損益は893億円の損失で、前期と比べ861億円の悪化となりました。これは、連結営業損益が前期と比

べ悪化したことに加え、係争案件に関する損失引当金を計上したこと、国内の開発試作・製造ラインを閉鎖したこ

と等の結果、営業外費用が増加したことなどによるものです。 

  

 連結当期純損益は826億円の損失で、前期と比べ666億円の悪化となりました。なお、当連結会計年度において、

海外子会社の配当金に関する税制改正に伴い、海外子会社からの配当時に負担する税金について計上していた繰延

税金負債の一部取崩しを行いました。これにより、法人税等を減額しております。 

  

１．経営成績

(1)経営成績に関する分析

  （単位 億円）

  前連結会計年度 当連結会計年度 
前期比 

 増（減） 

売 上 高  6,877  5,465  △1,413 △20.5% 

半 導 体 売 上 高  6,533  5,217  △1,315 △20.1% 

営 業 損 益  51  △684  △734 － 

税 引 前 損 益  △33  △893  △861 － 

当 期 純 損 益  △160  △826  △666 － 

米ドル為替レート（円）  116  101            

ユーロ為替レート（円）  161  146            



③ 製品分野別連結売上高実績 

  

 製品分野別の連結売上高は次のとおりです。 

  

◆ 通信機器分野   売上高 602億円（前期比14.4％減） 

  

 通信機器分野の当連結会計年度の売上高は、前期と比べ102億円(14.4％)減少し、602億円となりました。 

 当分野には、ルータ、携帯電話基地局などのブロードバンド・ネットワーク機器向け半導体や携帯電話端末

向け半導体が含まれます。 

 当連結会計年度は、携帯電話端末向けカメラＬＳＩの売上が前期と比べ増加したものの、携帯電話端末向け

ベースバンドＬＳＩ、ＬＣＤ(液晶ディスプレ－)ドライバＩＣの売上が前期と比べ減少いたしました。 

  

◆ コンピュータおよび周辺機器分野   売上高 872億円（前期比26.9％減） 

  

 コンピュータおよび周辺機器分野の当連結会計年度の売上高は、前期と比べ321億円(26.9％)減少し、872億

円となりました。 

 当分野には、サーバおよびワークステーション向け半導体やパソコンおよびパソコン周辺機器向け半導体が

含まれます。 

 当連結会計年度は、パソコン用モニタや液晶テレビ向けＬＣＤドライバＩＣやプリンタ向け半導体の売上が

前期と比べ減少いたしました。 

  

◆ 民生用電子機器分野   売上高 1,193億円（前期比11.3％減） 

  

 民生用電子機器分野の当連結会計年度の売上高は、前期と比べ152億円(11.3％)減少し、1,193億円となりま

した。 

 当分野には、家電製品向け半導体やゲーム機向け半導体が含まれます。 

 当連結会計年度は、デジタルテレビやブルーレイ・ディスク機器向け画像処理ＬＳＩ「ＥＭＭＡ(エマ)」シ

リーズの売上が前期と比べ増加したものの、デジタルカメラ向け半導体や白物家電向け半導体の売上が前期と

比べ減少いたしました。 

  

◆ 自動車および産業機器分野   売上高 915億円（前期比19.3％減） 

  

 自動車および産業機器分野の当連結会計年度の売上高は、前期と比べ218億円(19.3％)減少し、915億円とな

りました。 

 当分野には、自動車向け半導体、ＦＡ(ファクトリー・オートメーション)機器などの産業機器向け半導体が

含まれます。 

 当連結会計年度は、自動車向けマイクロコントローラや産業機器向け半導体の売上が前期と比べ減少いたし

ました。 

  （単位 億円）

  
  

前連結会計年度 当連結会計年度 
前期比 

 増（減） 

  通 信 機 器 分 野  704  602  △102 △14.4% 

  コンピュータおよび周辺機器分野  1,194  872  △321 △26.9% 

  民 生 用 電 子 機 器 分 野  1,345  1,193  △152 △11.3% 

  自 動 車 お よ び 産 業 機 器 分 野  1,133  915  △218 △19.3% 

  多 目 的 ・ 多 用 途 Ｉ Ｃ  896  705  △192 △21.4% 

  ディスクリート・光・マイクロ波  1,261  930  △331 △26.2% 

半 導 体 計  6,533  5,217  △1,315 △20.1% 

そ の 他  345  247  △97 △28.2% 

合 計  6,877  5,465  △1,413 △20.5% 



◆ 多目的・多用途ＩＣ   売上高 705億円（前期比21.4％減） 

  

 多目的・多用途ＩＣの当連結会計年度の売上高は、前期と比べ192億円(21.4％)減少し、705億円となりまし

た。 

 当分野には、汎用マイクロコントローラ、ゲートアレイ、多用途のＳＲＡＭなどが含まれます。 

 当連結会計年度は、汎用マイクロコントローラ、ゲートアレイの売上が前期と比べ減少いたしました。 

  

◆ ディスクリート・光・マイクロ波   売上高 930億円（前期比26.2％減） 

  

 ディスクリート・光・マイクロ波の当連結会計年度の売上高は、前期と比べ331億円(26.2％)減少し、930億

円となりました。 

 当分野には、ダイオード、トランジスタなどのディスクリート半導体、光通信やＤＶＤ(デジタル多用途デ

ィスク)向け光半導体、携帯電話端末などに使用されるマイクロ波半導体が含まれます。 

 当連結会計年度は、ディスクリート半導体や、光半導体、マイクロ波半導体など化合物半導体の売上が前期

と比べ減少いたしました。 

  

◆ その他   売上高 247億円（前期比28.2％減） 

  

 その他の当連結会計年度の売上高は、前期と比べ97億円(28.2％)減少し、247億円となりました。 

 当分野には、主に当社の販売子会社が行っているＬＣＤパネルの再販など、半導体以外の製品の販売事業が

含まれます。 

  

  



  

④ 所在地別連結売上高実績 

  

 当社あるいは当社の子会社の所在地別に分類した連結売上高は次のとおりです。 

 （注） 当社の子会社の所在地において、日本および米国以外の各区分に属する国は以下のとおりです。 

欧州：ドイツ、英国、アイルランド 

アジア：中国、インドネシア、マレーシア、シンガポール、韓国、台湾 

  

◆ 日本     売上高 3,016億円（前期比18.5％減） 

  

 日本では、携帯電話端末向けベースバンドＬＳＩやディスクリート半導体の売上が減少したことなどによ

り、当連結会計年度の売上高は、前期と比べ686億円(18.5％)減少し、3,016億円となりました。 

  

◆ 米国     売上高 386億円（前期比33.7％減） 

  
 米国では、汎用マイクロコントローラや携帯電話端末向けメモリの売上が減少したことなどにより、当連結

会計年度の売上高は、前期と比べ196億円(33.7％)減少し、 386億円となりました。 

  

◆ 欧州     売上高 745億円（前期比22.4％減） 

  
 欧州では、汎用マイクロコントローラや自動車向け半導体の売上が減少したことなどにより、当連結会計年

度の売上高は、前期と比べ215億円(22.4％)減少し、745億円となりました。 

 なお、前連結会計年度および当連結会計年度の欧州における売上高に占める大部分は、ドイツに本社を置く

子会社によるものであります。 

  

◆ アジア    売上高 1,317億円（前期比19.3％減） 

  

 アジアでは、液晶テレビやパソコン用モニタ向けＬＣＤドライバＩＣやディスクリート半導体の売上が減少

したことなどにより、当連結会計年度の売上高は、前期と比べ316億円(19.3％)減少し、1,317億円となりまし

た。 

 なお、前連結会計年度および当連結会計年度の、中国に本社を置く子会社における売上高は、それぞれ 

931億円、724億円であります。 

  

  （単位 億円）

  
  

前連結会計年度 当連結会計年度 
前期比 

 増（減） 

  日     本  3,702  3,016  △686 △18.5% 

  米     国  583  386  △196 △33.7% 

  欧     州  959  745  △215 △22.4% 

  ア  ジ  ア  1,633  1,317  △316 △19.3% 

合     計  6,877  5,465  △1,413 △20.5% 



  

⑤ 次期(平成22年３月期)の連結業績見通し 

  

 次期における半導体市場の見通しについては、昨年後半からの世界経済の景気悪化が深刻度を増す中、顧客であ

る電子・電気機器業界や自動車業界の需要の減少はしばらく継続するものと考えており、中国市場向けなど一部製

品では受注の回復がみられるなど、半導体の需要に底打ちの兆しが見られるものの、本格的な市況回復にはまだ時

間を要し、当期同様、依然として厳しい状況が続くものと見込んでおります。 

 このような厳しい事業環境のもと、次期の連結業績見通しに関しては、売上高は当期に比べ約12%減収の4,800億

円、うち、当社グループの主力事業である半導体売上高については、当社グループの強みである低消費電力技術、

画像処理技術、ＤＲＡＭ混載技術などを活かした製品の売上拡大に努めるものの、当期に比べ約12％減収の4,600

億円を見込んでおります。 

 営業損益については、売上高の減少による利益悪化要因があるものの、固定費の削減等、体質改善施策を行うこ

とにより０億円を見込んでおります。具体的には、製造体制の再構築の加速、研究開発の一層の効率化、人件費の

削減を含む経費の削減など、企業の生き残りをかけた体質改善を断行し、固定費を当期に比べ大幅に削減すること

などにより、営業損益の黒字化を目指します。 

 税引前損益については、製造ラインの閉鎖による構造改革費用の発生などにより75億円の損失、当社株主に帰属

する当期純損益は90億円の損失を見込んでおります。 

  

 また、当社は、平成21年４月27日に、株式会社ルネサス テクノロジとの間で、当社と同社の事業統合に向けた

協議を開始することについて基本合意いたしました。本件に関して業績予想の修正が必要となった場合は、速やか

に開示いたします。 

  

（平成22年３月期の連結業績予想） 

  

(注）「当社株主に帰属する当期純損益」は平成21年３月期までの「当期純損益」と同じ内容です。  

  

 なお、通期業績見通しにあたっては、１米ドル95円、１ユーロ125円を前提としております。 

 当業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断しており、潜在的なリスクや不確実性が含まれて

おります。そのため、実際の業績は、今後の様々な要因の変化により、当業績見通しと乖離する可能性がありま

す。  

    （当期比）

売上高 億円4,800 ％ △12.2

（半導体売上高 億円4,600 ％）△11.8

営業損益 億円0 － 

税引前損益 億円△75 － 

当社株主に帰属  

する当期純損益 
億円△90 － 



 ① 総資産、株主資本および有利子負債の状況 

  

 当連結会計年度末の総資産残高は、4,825億円で、前期末と比べ1,338億円の減少となりました。これは、売上高の減

少などにより受取手形および売掛金が439億円減少したことや、設備投資の削減や減価償却などにより有形固定資産が

171億円減少したことに加え、連結当期純損失を計上したことなどにより株主資本が大幅に減少したことなどによるも

のです。 

  

 株主資本は、1,281億円で、前期末と比べ990億円の減少となりました。これは、連結当期純損失を826億円計上した

ことや、主に為替相場や株式相場の影響により、その他の包括損益累計額が164億円悪化したことなどによるもので

す。 

  

 株主資本比率は、株主資本の減少により前期末と比べ10.3ポイント低下しました。 

  

 有利子負債は、リース負債の増加などにより、前期末と比べ３億円増加し1,169億円となりました。 

  

 ② キャッシュ・フローの状況 

  

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費等の計上額が673億円であったものの、連結当

期純損失を826億円計上したことなどにより、69億円の支出となりました。 

  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の購入による支払が530億円であったことなどにより、493億円

の支出となりました。 

  

 この結果、フリー・キャッシュ・フローは562億円の支出となりました。 

  

 また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により43億円の支出となりました。 

  

 以上に、為替相場の変動による現金および現金同等物の減少額37億円を考慮した、当連結会計年度における現金およ

び現金同等物純増加（減少）額は642億円の減少となり、現金および現金同等物期末残高は1,013億円となりました。 

(2)財政状態に関する分析

（連結財政状態） （単位 億円）

  
前連結会計年度末 

(平成20年３月31日） 
当連結会計年度末 

(平成21年３月31日） 
前期末比 

 増（減） 

総資産  6,163  4,825  △1,338

株主資本  2,271  1,281  △990

株主資本比率（％）  36.9  26.6  △10.3

１株当たり株主資本（円）  1,839  1,038  △802

有利子負債  1,166  1,169  3

（連結キャッシュ・フローの状況） （単位 億円）

  
  

前連結会計年度 当連結会計年度 増（減） 

  営業活動によるキャッシュ・フロー  433  △69  △502

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △378  △493  △115

  フリー・キャッシュ・フロー  55  △562  △617

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △230  △43  187

  
為替相場変動の現金および現金同等物へ

の影響額 
 △24  △37  △13

現金および現金同等物純増加（減少）額  △199  △642  △443

現金および現金同等物期首残高  1,854  1,655  △199

現金および現金同等物期末残高  1,655  1,013  △642



  

 当社は、企業価値の最大化の観点から、新製品の研究開発、設備投資などのために内部留保を重視し、強靭な財務

体質の実現を目指しながら、利益の一部を配当してまいります。各期の配当の金額につきましては、連結および単独

の利益剰余金の状況、連結の利益の状況、翌期以降の利益見通しおよびキャッシュ・フローの状況などを考慮し決定

いたします。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。また、当社は、「取締役

会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 当期(平成21年３月期)の配当につきましては、連結・単独業績とも当期純損失を計上するに至ったこと、また連

結・単独とも累積損失の状況にあることから、これを見送らせていただきます。 

 次期(平成22年３月期)の配当につきましては、連結業績が当期純損失を計上する見込みであることから中間・期末

ともこれを見送らせていただく予定でありますが、できるだけ早期に配当を再開すべく、業績の改善および財政状況

の改善に努めてまいります。 

  

  当社グループが認識している事業等のリスクのうち、主要なものは次のとおりであります。 

  

＜当社グループの事業に関するリスクについて＞ 

 ①市況の変動による影響 

 当社グループは、常に市況の動向を見極めながら事業活動を遂行しておりますが、世界各国の景気循環や最終製品

の需要の変化などに起因する、半導体市場の循環的な市況変動の影響を完全に回避することは困難であるため、市況

が下降した局面においては、当社グループの売上の減少や、工場稼働率の低下による原価率の悪化により、大幅に収

益が悪化する可能性があります。 

  ②為替の変動による影響 

 当社グループの経営成績および財政状態は、為替相場の変動によって影響を受けます。当社グループは、こうした

為替相場の変動による影響を軽減するため、先物為替予約をはじめとして様々な対策を講じておりますが、為替相場

が大きく変動した場合、外貨建製品の売上高、外貨建の資材コスト、海外工場の生産コスト等が影響を受ける可能性

があります。また、当社の外貨建の資産・負債を日本円に換算表示すること、さらに、海外子会社における外貨表示

の財務諸表を日本円に換算表示することによっても、当社グループの資産・負債および収益・費用は変動します。 

③各国の法制度およびその運用等による影響 

 当社グループは、世界各国で開発、生産、販売活動を行っておりますが、その国や地域において、政情や治安が不

安定になったり、貿易、雇用、環境等現地での事業展開に影響する法令や政府の方針が変更されたり、経済情勢や経

済基盤が悪化する等のリスクに直面する可能性があります。 

④自然災害等のリスク 

 地震、台風、洪水等の自然災害、事故、テロをはじめとした当社グループがコントロールできない事由によって、

所有する半導体工場等の設備が壊滅的な損害を被り、その操業を停止せざるを得なくなる可能性があります。特に、

当社グループは、地震が発生する確率が世界の平均より高いと考えられる地域に重要な設備を保有しており、地震の

発生時には、その影響により工場等の操業を停止せざるを得ない可能性があります。当社グループでは、地震による

損害発生に備えて地震保険に加入しておりますが、それにより全ての損害を補填できるという保証はありません。 

⑤競争による影響 

 半導体事業は熾烈な競合状態にあり、当社グループは、製品の性能、構成、価格、品質等の様々な点で、国内外の

多くの同業他社との激しい競争にさらされております。当社グループでは、競争力の維持強化に向けて、先端技術の

開発、設計のプラットフォーム化、原価低減の推進等の様々な施策に取り組んでおりますが、競争力を維持すること

ができなかった場合、製品のマーケットシェアが低下し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、熾烈な市場競争により、製品の販売価格が急激に低下し、原価低減では補い切れずに、粗利益率の悪化に見舞

われる可能性があります。 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4)事業等のリスク



⑥製品の受注獲得から出荷終了までのリスク 

 当社グループが特定顧客から半導体製品の開発を受注し、その顧客固有の仕様に基づいた製品設計を開始した後

に、発注元の顧客がその製品を搭載する予定であった最終製品の市場への投入を延期または中止する場合があること

に加え、その製品の機能・性能が顧客の要求に満たない場合には、その製品の採用を中止する可能性があります。ま

た、その顧客は、その製品を組み込んだ最終製品の売れ行きが芳しくない場合、その製品の発注数量を減少させ、ま

たは納入期日を延期することがあります。 

 こうした特定顧客向け製品に係る顧客からの製品計画の変更、発注の減少や延期等は、当社グループの売上や収益

性を低下させる可能性があります。 

⑦製品の生産に関するリスク 

(ⅰ) 生産工程のリスク 

 半導体製品は、非常に複雑な生産工程を経て生産されております。当社グループは、材料当たりの出来高で

ある歩留りを改善するため、生産工程の適切な管理および改良に継続して取り組んでおりますが、この生産工

程に何らかの問題が発生した場合は、歩留りの悪化による製品出荷の遅延や出荷数量の減少、最悪の場合は出

荷停止の結果を招く可能性があります。 

(ⅱ) 原材料、部品、生産設備等の調達 

 半導体製品の生産にあたっては、その生産に必要となる原材料、部品、生産設備等をタイムリーに調達する

必要があります。当社グループは、こうした原材料、部品、生産設備等について、供給に関連する問題の発生

を回避するため、複数の供給者との緊密な関係構築に努めておりますが、原材料等の中には特定の供給者から

しか入手できないものも含まれているため、需給が逼迫した場合や、供給者において自然災害や事故、経営状

況の悪化、事業撤退等の事象が発生した場合、これらをタイムリーに調達できず、また調達できる場合でも調

達価格が大幅に上昇する可能性があります。 

(ⅲ) 製品の欠陥、異常または故障に関するリスク 

 当社グループでは、様々な施策を通じて、ソフトウェアを含む製品の品質向上に取り組んでおりますが、こ

れらの製品に用いられる技術の高度化、顧客における製品の使用方法の多様化等により、出荷時に発見できな

い欠陥、異常または故障が製品に存在する場合があり、顧客の最終製品に組み込まれた後に当該欠陥、異常ま

たは故障が発見される可能性があります。この場合、製品の返品や交換、損失の補償、製品の採用打ち切りな

どの結果につながり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。こうした事態に備えて、当社

グループでは、生産物賠償責任保険、生産物回収費用保険等の保険に加入しておりますが、それにより損失を

全額補填できるという保証はありません。 

(ⅳ) 外部への生産委託に関するリスク 

 当社グループは、半導体製品の生産の一部を外部のファウンダリ等に委託しております。これら外注先の選

定にあたっては、技術力や供給能力等につき、あらかじめ厳しく審査を行い、信頼できる会社を選定しており

ますが、外注先の責による納入の遅延や製品の欠陥をはじめとした、生産面でのリスクが生じる可能性を否定

できず、特に外注先の生産能力不足により、製品需要の高い時期に当社グループが十分な製品供給を行えない

可能性があります。 



⑧製品の販売に関するリスク 

(ⅰ) 主要販売先への依存 

 当社グループは、製品の最終顧客向け売上高の多くを特定の主要顧客に依存しております。当連結会計年度

において、当社グループの最終顧客上位10社に対する売上高は、連結売上高の50％以上を占めており、これら

の主要顧客が当社グループ製品の採用を中止し、または著しくその発注数量を減らした場合、当社グループの

業績に悪影響を与える可能性があります。 

(ⅱ) 販売特約店等への依存 

 当社グループは、日本国内およびアジア地域では、製品の大部分を独立系の販売特約店を通じて販売してお

り、その多くを特定の主要な販売特約店に依存しております。当社グループがこれらの販売特約店に対して、

競争力ある販売報奨金やマージンを提供できない場合または販売特約店にとって適切な売上数量を確保できな

い場合、販売特約店はその取扱製品を当社グループ製品から競合他社の製品に切り替え、その結果、当社グル

ープの売上が減少する可能性があります。 

⑨人材の確保 

 半導体業界においては、優秀な経営者や技術・研究・開発に携わる人材を求める競争が熾烈であります。そのた

め、当社グループが優秀な人材、特にＬＳＩの設計および半導体製造プロセス技術の分野における科学的、技術的ま

たは工学的な経歴を有する人材を確保し続けることができない可能性があります。 

⑩年金の積立不足 

 平成21年３月31日現在、米国会計基準に従って計算した当社グループの予測給付債務残高の合計は、1,393億円で

あります。また、平成21年３月31日現在の年金資産の公正価値は582億円であり、当社グループの同日における年金

制度に係る積立不足額は812億円であります。年金資産の運用については、株式・債券など、市場リスクを伴うもの

が含まれることから、資産の市場価値が下落すれば、積立不足の金額が拡大する可能性があります。 

 当社グループは、現行の市場金利の分析に基づき、平成21年３月31日現在において、給付債務の算定に用いられる

割引率には2.8％を適用しております。その割引率を引き下げる決定を行った場合、退職給付債務は増加することに

なります。また、当連結会計年度の退職および年金費用（純額）の算出に用いる長期期待収益率については、2.5％

を適用しております。もし、当社グループの長期期待収益率を引き下げる決定を行った場合、退職および年金費用

(純額)は増加することになります 

⑪長期性資産の減損のリスク 

 当社グループは、有形固定資産など多くの長期性資産を保有していますが、長期性資産の連結貸借対照表計上額に

ついて、当該資産から得られる将来のキャッシュ・フローによって、資産の残存価額を回収することができるかどう

かを定期的に検討しています。当該資産が十分なキャッシュ・フローを生み出さない場合は、当社および当社グルー

プは長期性資産につき減損を認識しなければならない可能性があります。 

⑫情報管理に関するリスク 

 当社グループは、事業活動の遂行に関連して、多数の秘密情報を有しております。これらの情報については、秘密

情報の管理方法につき定める規程に基づき管理しておりますが、予期せぬ事態により情報が流出するおそれがあり、

そのような事態が生じた場合、顧客の信用や社会的信用の低下を招き、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

⑬環境問題に関するリスク 

 当社グループは、「ＮＥＣエレクトロニクス環境方針」のもと、地球温暖化、大気汚染、産業廃棄物、有害物質の

規制強化、土壌汚染等、多様化・複合化する環境問題に対して、環境負荷の低減につとめておりますが、今後、当社

グループの事業活動に関連して、過失の有無にかかわらず環境問題に対して法的、もしくは社会的責任を負う可能性

があり、そのような事態が生じた場合、その対応のために多額の費用負担が発生する可能性や、当社グループの社会

的信用の低下を招く可能性があります。 



⑭法的事項等 

 当社グループは、グローバルな事業展開を行っております。このような状況下では、訴えや損害賠償請求を受けた

り、その他の争訟に巻き込まれる可能性があります。様々な未解決の案件が常に存在しますが、次の事項を除き、平

成21年３月31日現在の当社グループの財政状態および経営成績に重大な影響を与えるものはないと考えております。

  当社の米国子会社であるＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社は、米国ＤＲＡＭ業界における独占禁止法(反トラ

スト法)違反行為による損害賠償を求める直接購入者(過去において当社グループから直接ＤＲＡＭを購入した顧客)

からの複数の民事訴訟(集団訴訟)の被告になっておりましたが、これらの集団訴訟は和解により終了しました。現在

は、集団訴訟から離脱した一部の顧客と係争中または和解交渉中です。 

 また、ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社は、独占禁止法違反行為による損害賠償を求める、間接購入者(ＤＲ

ＡＭが含まれた製品の購入者)からの複数の集団訴訟および米国の複数の州の司法長官による訴訟の被告にもなって

おります。 

 当社グループは、欧州においてもＤＲＡＭ業界における競争法違反行為の可能性について欧州委員会が行う調査に

協力し、情報提供を行っております。欧州委員会の調査の結果、当社グループに違法な行為があったと判断された場

合、欧州委員会は課徴金を賦課する可能性があります。 

 さらに、当社グループは、これらに加え、ＴＦＴ液晶ディスプレー業界における独占禁止法違反の可能性に関する

米国司法省、欧州委員会、韓国公正取引委員会およびカナダ競争当局の調査の対象となっており、ＮＥＣエレクトロ

ニクス・アメリカ社は、カナダにおいてＴＦＴ液晶ディスプレー業界における独占禁止法違反行為による損害賠償を

求める複数の民事訴訟の被告となっております。 

 また、ＳＲＡＭ業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国司法省、欧州委員会および韓国公正取引委員会

の調査は終了しましたが、ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社および当社は、米国およびカナダにおいてＳＲＡＭ

業界における独占禁止法違反による損害賠償を求める複数の民事訴訟の被告となっております。 

 これらの独占禁止法違反を理由とする民事訴訟、和解交渉および当局による種々の調査については、現時点では結

論は出ておりませんが、ＤＲＡＭに係る米国での民事訴訟および和解交渉ならびに欧州委員会による調査に関連して

今後当社グループに発生する可能性のある費用の現時点の最善の見積額約11,900百万円を未払金および未払費用に計

上しております。ただし、今後の進展にともない、この見積額は増減する可能性があります。その他の民事訴訟およ

び当局による種々の調査については、訴訟に関連する賠償責任の有無および調査に関連する被疑行為の有無が判断で

きないこと、またこれらに係る費用や損失の額を合理的に見積もることができないため、現時点では計上しておりま

せん。  

  

＜親会社等との関係について＞ 

①日本電気㈱(以下、ＮＥＣいう）との関係の概要 

 当社は、ＮＥＣ（平成21年３月31日現在、退職給付信託に拠出している分を含め、当社株式の約70％を実質的に保

有する株主）の子会社であります。ＮＥＣが保有する議決権は、当社の総株主の議決権の３分の２以上であるため、

ＮＥＣは当社の株主総会の決議事項の全てを決定しうる地位を有しております。 

②当社グループの事業と知的財産権 

 当社は、会社分割の際に半導体事業に係る特許をＮＥＣから承継しておりますが、ＮＥＣが締結した特許クロスラ

イセンス契約の一部を承継しておりません。当社は、ＮＥＣの子会社として、これらの契約の間接的な受益者として

の地位にあり、ＮＥＣによる当社議決権の直接または間接の保有割合が50％以下となった場合、受益者としての地位

を喪失する可能性があります。当社では、こうした事態に備え、特許クロスライセンス契約の更改時に、当社を直接

の当事者とする契約形態に切り替える交渉を進めておりますが、契約の切り替えが未了の相手先に関しては、このリ

スクが継続することになります。 

③「ＮＥＣ」標章の使用許諾 

 当社は、ＮＥＣとの「ＮＥＣ」標章等使用許諾契約に基づき、「ＮＥＣ」標章を使用しております。当社が提供す

る製品・役務の品質が不十分であった場合、当社による「ＮＥＣ」標章の使用がＮＥＣの事業運営に悪影響を及ぼす

ものと認められた場合またはＮＥＣによる当社議決権の保有割合が50％以下となった場合、ＮＥＣはその契約を解除

する可能性があり、この場合、当社は多大な経営資源を投じて新しいブランドを開発・育成することになります。 



  

当社企業グループの連結子会社（21社）を事業分野別に記載すると次のとおりとなります。 

  

  

  

（注①）山形日本電気㈱は、平成20年４月１日付でＮＥＣセミコンダクターズ山形㈱に商号変更しました。 

（注②）関西日本電気㈱は、平成20年４月１日付で福井日本電気㈱を吸収合併し、ＮＥＣセミコンダクターズ関西㈱に商

号変更しました。 

（注③）九州日本電気㈱は、平成20年４月１日付で山口日本電気㈱およびＮＥＣセミコンパッケージ・ソリューションズ

㈱を吸収合併し、ＮＥＣセミコンダクターズ九州・山口㈱に商号変更しました。 

（注④）ＮＥＣファブサーブ㈱は、平成20年12月をもってその事業活動を終了しました。 

（注⑤）ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社は、生産および販売を担当しております。 

（注⑥）ＮＥＣセミコンダクターズ・アイルランド社は、平成18年９月をもって生産および出荷活動を終了しました。 

（注⑦）ＮＥＣセミコンダクターズ・インドネシア社は、平成19年10月をもって生産および出荷活動を終了しました。 

（注⑧）ＮＥＣエレクトロニクスＵＫ社は、休眠会社です。 

（注⑨）ＮＥＣエレクトロニクス中国社は、販売および設計を担当しております。 

  

  

２．企業集団の状況

生産会社 販売会社 

ＮＥＣセミコンダクターズ山形㈱ （注①） ＮＥＣエレクトロニクス・ヨーロッパ社 

ＮＥＣセミコンダクターズ関西㈱ （注②） ＮＥＣエレクトロニクスＵＫ社 （注⑧） 

ＮＥＣセミコンダクターズ九州・山口㈱ （注③） ＮＥＣエレクトロニクス台湾社 

ＮＥＣファブサーブ㈱ （注④） ＮＥＣエレクトロニクス・シンガポール社 

ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社 （注⑤） ＮＥＣエレクトロニクス中国社 （注⑨） 

ＮＥＣセミコンダクターズ・アイルランド社 （注⑥） ＮＥＣエレクトロニクス香港社 

ＮＥＣセミコンダクターズ・シンガポール社 ＮＥＣエレクトロニクス上海社 

ＮＥＣセミコンダクターズ・マレーシア社 ＮＥＣエレクトロニクス韓国社 

ＮＥＣセミコンダクターズ・インドネシア社 （注⑦）   

首鋼ＮＥＣエレクトロニクス社   

設計会社 その他 

ＮＥＣマイクロシステム㈱  日本電子ライト㈱ 

  ㈱近畿分析センター 



  

【事業系統図】 

  

 当社グループにおける主要な関係会社の事業の系統は、概ね図のとおりです。 

  

   

  

（注①）山形日本電気㈱は、平成20年４月１日付でＮＥＣセミコンダクターズ山形㈱に商号変更しました。 

（注②）関西日本電気㈱は、平成20年４月１日付で福井日本電気㈱を吸収合併し、ＮＥＣセミコンダクターズ関西㈱に商

号変更しました。 

（注③）九州日本電気㈱は、平成20年４月１日付で山口日本電気㈱およびＮＥＣセミコンパッケージ・ソリューションズ

㈱を吸収合併し、ＮＥＣセミコンダクターズ九州・山口㈱に商号変更しました。 

（注④）ＮＥＣファブサーブ㈱は、平成20年12月をもってその事業活動を終了しました。 

（注⑤）日本電子ライト㈱の販売は、関西日本電気㈱を経由して販売している製品も含まれています。 

  



  

 当社グループは、次の方針に基づき、半導体のグローバルリーディングカンパニーを目指し、企業価値・株主価値

の増大に努めてまいります。 

  

・ＳｏＣ(システム・オン・チップ)、マイクロコンピュータ、個別半導体という３つの製品群を主力事業とし、自

動車・産業機器、民生機器向けに注力します。 

  

・開発と製造の緊密な連携により、新たな力・価値を創り出します。 

  

・開発・製造・サポートまで一貫責任を持つことにより、「お客様の信頼」に応えます。 

  

・新たな価値を創出する製品群や分野を開拓・展開し、「社会の信頼」に応えます。 

  

  

 当社グループは、総資産利益率・株主資本利益率の向上のためには、売上高に対する利益率を改善することが最重要

と考えており、できるだけ早期に連結の売上高営業利益率を二桁のレベルに向上させるよう取り組んでまいります。し

かしながら、当連結会計年度の業績は大幅な営業赤字となったことから、まずは一刻も早い黒字化を果たすべく、固定

費の削減をはじめとする体質改善施策を断行いたします。さらに、引き続き当社グループ一丸となって様々な施策を実

行することにより、昨今のような厳しい事業環境にも迅速に対応し、着実に利益を確保できる強靱な企業体質の構築を

目指してまいります。 

  

   上記の基本方針の実現のため、中期的な経営戦略として、次の施策を実行してまいります。 

  

① 開発と製造を一貫化した製品群ごとの事業運営 

 当社グループの主力製品はＳｏＣ、マイクロコンピュータ、個別半導体の３製品群から構成されています。従

来、当社は機能別組織体制を採用しておりましたが、これら３製品群ごとにビジネスユニット化し、さらに、平

成20年４月には生産子会社についてもビジネスユニット単位に再編するなど、損益管理の強化に努めておりま

す。この製品別組織体制により、それぞれ開発から製造・サポートまでの一貫化によるコスト・品質・デリバリ

の競争力を一層強化することが可能になり、開発と製造の緊密な連携による最先端ＬＳＩの超短期量産立上げや

歩留り向上など成果が着実に出てきております。今後もこの取り組みを強化することで当社グループの競争力強

化を図ってまいります。 

  

② 注力分野へのフォーカスによる製品競争力の強化 

 当社グループは、自動車・産業機器分野と民生機器分野を注力分野と位置づけております。自動車・産業機器

分野向け半導体では高信頼性と長期安定供給が不可欠であり、また民生機器分野向け半導体では画像処理技術、

低消費電力技術が求められることなど、当社グループがこれまで培った強みが十分に発揮できる事業特性環境に

あると考えております。 

 当社グループは、既にこれらの分野において世界的に業界をリードするお客様との良好なビジネス関係を有し

ておりますが、今後も、開発リソースを自動車・産業、民生機器分野にフォーカスすることにより、さらなる競

争力の強化を図ってまいります。 

  

③ お客様と社会の信頼に応える企業 

 当社グループにとって、開発サポート力、開発納期の遵守、量産品の品質維持・向上、不具合に対する迅速な

対応、安定的な供給等、これらについての継続的な取り組みは、お客様から長期的な評価をいただけるものであ

り、競合他社との持続的な差異化が図れる価値でもあります。さらに、お客様のニーズに応えて持続的な差異化

が図れる競争力を高めることが「お客様の信頼」をえることとなります。また、地球環境の保全や、安全・安心

な生活や社会となることが今後ますます求められる中、当社グループの強みである低消費電力半導体や高品質半

導体は、これらの進展に必ず貢献できる事業だと考えており、これらを追求することにより「社会の信頼」にも

３．経営方針

(1)会社の経営の基本方針

(2)目標とする経営指標

(3)中長期的な会社の経営戦略



応えることができると考えています。 

 当社グループは、半導体のグローバルリーディングカンパニーを目指し、「お客様の信頼」と「社会の信頼」

に応える企業として、今後も事業運営をおこなってまいります。 

  

  

 当社グループでは、半導体の市場環境が当連結会計年度の後半から急激に悪化し、平成13年のＩＴバブル崩壊時を

超える厳しい状況にあることから、自らの体質を抜本的に強化し、早期に収益性の回復をはかるべく、次のとおり、

製造ラインの再編をはじめとした構造改革のさらなる加速や強い競争力と成長力の期待できる製品の開発などの課題

に取り組んでまいります。 

   

① 事業環境の急激な悪化を踏まえたコスト構造再構築のさらなる加速 

 当社グループでは、平成19年２月に発表した経営方針に基づき、コスト構造の継続的な改善に努めた結果、前

期(平成20年３月期)には連結営業損益の黒字化を達成いたしました。しかしながら、昨年夏以降、当社グループ

を取り巻く事業環境は急激に悪化し、さらに為替相場も円高が急速に進行した結果、当連結会計年度において、

当社グループの主力事業である半導体売上高は前期と比べ大幅な減収となり、連結営業赤字を計上する結果とな

りました。このような事業の状況を踏まえ、昨夏以前から大きく減少した売上水準に対応したコスト構造の再構

築を経営全般にわたって加速させることが当社グループの緊要の課題であることを認識し、その実行に取り組ん

でまいります。 

 当社グループでは、製造ラインの再編に関し、ウエハ処理工程(前工程)の拠点については、従来から製造ライ

ンの統廃合や個々の製造ラインの規模拡大による製造効率の改善を進めておりましたが、これを一層加速させ、

国内外の拠点(ＮＥＣセミコンダクターズ九州・山口㈱川尻工場、ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社カリフ

ァルニア州ローズビル工場)の６インチウエハ製造ラインを、平成22年３月を目処にそれぞれ閉鎖するととも

に、組立・検査工程(後工程)の拠点についても、従来と同様、海外への移管を積極的に進めてまいります。ま

た、設備投資の抑制や人員配置の最適化などにより、人件費、減価償却費、用力費等の製造に関連する固定的な

経費の削減にも取り組んでまいります。研究開発については、開発品種の採算性の精査や、インドをはじめとし

た海外の開発リソースの有効活用により、売上高に対する研究開発費の比率を横ばい以下に抑制してまいりま

す。それらに加え、次期(平成22年３月期)については、役員や従業員の報酬・給与削減を含む人件費等の諸経費

の削減施策を緊急施策として実施いたします。当社グループとしては、これらの体質改善に向けた施策を断行す

ることにより、次期において、連結営業損益の黒字化を目指します。 

   

② 半導体市況の回復を見据えた競争力の強い製品作りと海外売上比率の拡大 

 当社グループでは、上述のとおり、昨今の急激な事業環境の悪化等に対応するため、大幅な固定的な費用の削

減に取り組んでまいりますが、こうした固定的な経費の中には、将来の成長に向けた設備投資や製品開発のため

の研究開発費も含まれており、こうした将来への先行投資と足もとのコスト削減の間のバランスをいかに図るか

が重要な経営課題であると認識しております。 

 当社グループは、当期において半導体市場が大きく悪化する中、当社グループの強みである画像処理技術や低

消費電力技術が評価され、32ビットマイクロコントローラをはじめとするマイクロコントローラ分野や、ＤＲＡ

Ｍ混載ＬＳＩをはじめとするＡＳＩＣ(特定用途向けＩＣ)分野において、世界半導体マーケット・シェアを高め

ております。当社グループとしては、マイクロコントローラやＤＲＡＭ混載ＬＳＩなど、将来世界的に成長が期

待できる「省エネ／エコロジー」製品市場に対応できる製品群を「ecoプロダクト」と位置付け、当社グループ

の開発資源を集中するとともに、マイクロコントローラを中心とする強い製品の競争力を活用し、インターフェ

ースや電源など周辺のアナログ製品やディスクリート製品への展開も図っております。こうした注力製品への開

発資源投入の「選択と集中」をさらに進めて、強い競争力と成長力が期待できる製品の開発・提供に努めてまい

ります。 

 また、世界の半導体市場においては、日本は世界トップクラスの半導体消費地となっていますが、近年、日本

以外のアジア市場、特に中国の市場拡大が急速に進んでおり、中国・アジア市場でいかに売上シェアの拡大を図

っていくかが今後の半導体企業の成長を左右する鍵となっています。当社グループでは、中国・アジア市場向け

の販売拠点の整備と、現地の販売員および営業技術員の増員をさらに進めるとともに、現地の需要に対応した製

品の開発を強化することにより、急成長を続ける中国・アジア市場での売上シェアを高め、当社グループの海外

売上比率50％以上の早期達成に努めてまいります。   

(4)会社の対処すべき課題



  

 当社グループは、平成16年６月に、経営指針となる「ＮＥＣエレクトロニクスグループ企業行動憲章」を制定すると

ともに、ＣＳＲ推進委員会を設置するなど、全社的なＣＳＲ(Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任)

推進体制を整えました。平成17年４月には、個人情報保護法の全面施行を受け、規程の見直しや社内への周知徹底な

ど、個人情報保護の推進体制を整備しました。また、平成20年３月には、日本の半導体専業企業としては初めて、国際

連合が提唱する「グローバル・コンパクト」へ参加いたしました。さらに、当社グループでは、持続可能な社会の実現

に向けて組織が発行する報告書の世界的な基準「ＧＲＩサステナビリティガイドライン」に沿って、環境・ＣＳＲレポ

ート、アニュアル・レポートの各報告書による情報開示を行っております。 

 地域に密着した社会貢献活動としては、従来から行っている水源林保護活動や地域の清掃活動に加えて、平成18年10

月から地元の小学生たちに電子・電気に関心を深めてもらうことを目的として、半導体を活用した電子工作教室を開催

するなど、地域社会との積極的な交流を図っております。 

  

 当社グループは、次の憲章に基づき、良き企業市民として社会的責任を果たすことが継続的な企業価値・株主価値の

増大につながると考えております。 

  

  

  

(5)企業の社会的責任

  

ＮＥＣエレクトロニクスグループ企業行動憲章 

  

 私たちＮＥＣエレクトロニクスグループは、健全な事業活動をとおして、お客様、株主・投資家の皆様、お取引

先、従業員をはじめとするすべての関係者から信頼される存在となることを目指しています。 

  

 そのため、良き企業市民として法令を守って誠実に行動し、以下の指針に基づいて社会的責任を果たしていくとと

もに、高い技術力を基盤とした魅力ある半導体ソリューションの提供に取り組んでまいります。 

  

・お客様志向 

最適かつ高品質のソリューション提供をとおして、お客様の満足向上を追求し、お客様からの揺るぎない信頼を獲

得します。 

  

・誠実で透明な企業活動 

公平、公正かつ誠実で透明性の高い企業活動を推進するとともに、その活動内容の積極的な公開に努めます。 

  

・地域社会、国際社会への貢献 

グローバルカンパニーとして、国や地域の歴史、文化、慣習、人権を尊重し、地域社会、国際社会に貢献します。

  

・地球環境の保全 

製品の開発、生産、販売、使用、廃棄にいたるまでのライフサイクルにおいて、環境負荷を低減し、持続可能な社

会の発展に寄与します。 

  

・誇りある企業文化 

従業員一人ひとりの個性を尊重し、その資質、能力が最大限に発揮される、活力ある組織を実現します。 

  



  

【その他の包括損益累計額内訳】 

（注）連結貸借対照表の一部の金額について、平成21年３月末の表示に合わせて組替え再表示しております。 

  

４．連結財務諸表

(1)連結貸借対照表
  （単位 百万円）

科目 
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

当連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 
増（減） 

（資産の部）                           

流 動 資 産     344,115     222,177     △121,938  

現金および現金同等物   165,472     101,279     △64,193  

受取手形および売掛金   96,352     52,488     △43,864  

たな卸資産   75,839     63,220     △12,619  

その他の流動資産   6,452     5,190     △1,262  

固 定 資 産     272,189     260,368     △11,821  

投資等   4,565     3,474     △1,091  

有形固定資産   259,151     242,079     △17,072  

その他の資産   8,473     14,815     6,342  

資  産  合  計   616,304     482,545     △133,759  

（負債・資本の部）                           

流 動 負 債     179,715     141,907     △37,808  

短期借入金   2,394     1,905     △489  

支払手形および買掛金   108,136     78,763     △29,373  

その他の流動負債   69,185     61,239     △7,946  

固 定 負 債     204,275     208,387     4,112  

社債および長期借入金   114,207     114,966     759  

未払退職および年金費用   74,460     81,167     6,707  

その他の固定負債   15,608     12,254     △3,354  

少数株主持分     5,176     4,121     △1,055  

資   本     227,138     128,130     △99,008  

資本金   85,955     85,955     －  

資本剰余金   281,073     281,081     8  

利益剰余金   △114,896     △197,521     △82,625  

その他の包括損益累計額   △24,984     △41,374     △16,390  

自己株式   △10     △11     △1  

負債、少数株主持分および資本
合計 

  616,304     482,545     △133,759  

有利子負債残高 116,601   116,871   270  

株主資本比率 36.9％ 26.6％ △10.3％

Ｄ／Ｅ レシオ 0.51倍 0.91倍 0.40倍

・外貨換算調整額  1,913  △6,563  △8,476
・年金負債調整額  △27,737  △34,948  △7,211

・有価証券未実現損益  840  137  △703



  

  

 （注）当社の連結決算は「米国会計基準」に準拠しておりますが、営業損益は「売上高」から「売上原価」、「研究開発費」および 

「販売費および一般管理費」を差し引いたものを表示しております。 

  

(2)連結損益計算書

  （単位 百万円）

科  目 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

前 期 比 
  

 増（減） 

  
対売上 

高比率 
  

対売上 

高比率 
  

       ％      ％      

売 上 高  687,745  100.0  546,470  100.0  △141,275

売 上 原 価  485,683  70.6  425,918  77.9  △59,765

研 究 開 発 費  112,300  16.3  110,380  20.2  △1,920

販売費および一般管理費  84,668  12.4  78,527  14.4  △6,141

営 業 損 益 5,094  0.7  △68,355    △12.5  △73,449

営 業 外 収 益 6,053  0.9 3,761  0.7  △2,292

受取利息および配当金  2,152        1,570        △582

雑 収 益  3,901        2,191        △1,710

営 業 外 費 用 14,399  2.1 24,741  4.5  10,342

支 払 利 息  741        319        △422

雑 損 失  13,658        24,422        10,764

税 引 前 損 益  △3,252  △0.5    △89,335    △16.3  △86,083

法 人 税 等  12,285  1.8  △6,115  △1.0  △18,400

少 数 株 主 損 益 （ 控 除 ）  251  0.0  △288  △0.1  △539

持 分 法 に よ る 投 資 損 益  △207  △0.0  307  0.1  514

当 期 純 損 益    △15,995    △2.3    △82,625  △15.1  △66,630



  

  

  

(3)連結資本勘定計算書

前連結会計年度（平成19年４月１日 ～ 平成20年３月31日） （単位 百万円）

  資本金 
資本 

剰余金 
利益剰余金

その他の 
包括損益 
累計額 

自己株式 合計 

期首残高  85,955  281,039  △98,901  △3,017  △8 265,068 

ストック・オプションに係る報酬費用        34                    34

包括損益                                    

当期純損益              △15,995                △15,995

その他の包括損益（税効果調整後）                                    

外貨換算調整額                    △8,589        △8,589

年金負債調整額                    △11,800          △11,800

有価証券未実現損益                    △1,578        △1,578

包括損益 合計                                  △37,962

自己株式の取得（取得原価）                          △2  △2

期末残高 85,955 281,073    △114,896  △24,984    △10 227,138 

当連結会計年度（平成20年４月１日 ～ 平成21年３月31日） （単位 百万円）

  資本金 
資本 

剰余金 
利益剰余金

その他の 
包括損益 
累計額 

自己株式 合計 

期首残高  85,955  281,073  △114,896  △24,984  △10 227,138 

ストック・オプションに係る報酬費用        8                    8

包括損益                                    

当期純損益              △82,625                △82,625

その他の包括損益（税効果調整後）                                    

外貨換算調整額                    △8,476        △8,476

年金負債調整額                    △7,211        △7,211

有価証券未実現損益                    △703        △703

包括損益 合計                                  △99,015

自己株式の取得（取得原価）                          △1  △1

期末残高 85,955 281,081    △197,521    △41,374  △11 128,130 



  

  

(4)連結キャッシュ・フロー計算書

  （単位 百万円）

項    目 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

前 期 比
  

 増（減） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー                

当期純損益  △15,995  △82,625  △66,630

営業活動により増加したキャッシュ（純額）への調整                  

減価償却費等  75,067  67,346  △7,721

受取手形および売掛金の（増加）減少額  △3,710  39,117  42,827

たな卸資産の（増加）減少額  856  10,911  10,055

支払手形および買掛金の増加（減少）額  △17,309  △31,166  △13,857

そ の 他  4,353  △10,516  △14,869

計  43,262  △6,933  △50,195

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー                  

有形固定資産売却額  20,653  6,271  △14,382

有形固定資産購入額  △62,188  △53,035  9,153

そ の 他  3,766  △2,492  △6,258

計    △37,769  △49,256  △11,487

フリー・キャッシュ・フロー（ Ⅰ ＋ Ⅱ ） 5,493  △56,189  △61,682

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー                  

社債および借入金の増加（減少）額  △20,456  △1,587  18,869

そ の 他  △2,529  △2,708  △179

計  △22,985    △4,295  18,690

為替相場変動の現金および現金同等物への影響額  △2,408  △3,709  △1,301

現金および現金同等物純増加（減少）額    △19,900  △64,193  △44,293

現金および現金同等物期首残高  185,372  165,472  △19,900

現金および現金同等物期末残高 165,472 101,279  △64,193



  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

１．連結範囲および持分法の適用に関する事項 

連結子会社数    21社 

持分法適用会社数  １社 

  

２．重要な会計方針 

(1）連結財務諸表の作成基準 

 当社の連結財務諸表は、米国会計基準に準拠して作成しております。 

  

(2）たな卸資産の評価方法および評価基準 

 主として先入先出法による低価法を採用しております。 

  

(3）有価証券の評価方法および評価基準 

 米国財務会計基準審議会基準書（以下、「基準書」）第115号「負債証券投資および持分証券投資の会計」を適

用しております。 

 売却可能有価証券は、決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

  

(4）固定資産の減価償却方法 

 有形固定資産の減価償却方法は、主として定率法を採用しております。 

 無形固定資産の減価償却方法は、主として定額法を採用しております。 

  

(5）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 貸倒引当金は、過去の貸倒損失の実績ならびに回収可能性に疑義がある債権の個別評価に基づいて計上してお

ります。 

  

②退職給付引当金 

 基準書第87号「事業主の年金会計」および基準書第158号「確定給付型年金および他の退職給付制度に関する

事業主の会計処理」を適用しております。 

  

(6）会計方針の変更 

 平成20年４月１日以降、基準書第157号「公正価値の測定」を適用しております。基準書第157号は、公正価値を定義し、

公正価値を測定するための枠組みを確立するとともに、公正価値の測定に関する開示を拡大しております。基準書第157

号の適用が当社グループの財政状態および経営成績に与える重要な影響はありません。基準書第157号の適用による詳

細については決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

 平成21年１月１日以降、基準書第161号「デリバティブおよびヘッジ活動に関する開示－基準書第133号の改訂」を適用

しております。基準書第161号は、デリバティブおよびヘッジ活動についての開示内容を改善しております。基準書第161号

の適用が当社グループの財政状態および経営成績に与える重要な影響はありません。基準書第161号の適用による詳細

については決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

(5)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



セグメント情報 

  

  

  

＜参考＞ プラットフォーム別売上高 

 当社は、製品分野別売上高に加えて、事業特性の類似するプラットフォーム別の売上高も開示しております。 

  
（注） 

ＳｏＣ（システム・オン・チップ）プラットフォーム： ＡＳＩＣ（特定用途向け集積回路）、ＡＳＳＰ（特定用途向け標準品）、メモリ 

ＭＣＵ（マイクロコンピュータ）プラットフォーム： マイクロコントローラ、カーオーディオコントローラ 

個別半導体： 表示ドライバ、アナログＩＣ、ディスクリート半導体、化合物半導体 

  

①製品分野別売上高

  （単位 百万円）

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

前年同期比

  
増（減） 

  
構成比

  
（％） 

  
構成比

  
（％） 

前年同期比 
増減率 
（％） 

  

  通信機器分野 70,350 10.2 60,199 11.0    △14.4 △10,151

  コンピュータおよび周辺機器分野 119,352 17.4 87,237 16.0    △26.9  △32,115

  民生用電子機器分野 134,546 19.6 119,330 21.8    △11.3 △15,216

  自動車および産業機器分野 113,320 16.5 91,492 16.8    △19.3  △21,828

  多目的・多用途ＩＣ 89,643 13.0 70,478 12.9    △21.4 △19,165

  ディスクリート・光・マイクロ波 126,064 18.3 92,999 17.0    △26.2  △33,065

半 導 体 計 653,275 95.0 521,735 95.5    △20.1 △131,540

そ の 他 34,470 5.0 24,735 4.5  △28.2 △9,735

合   計 687,745 100.0 546,470 100.0    △20.5 △141,275

  （単位 百万円）

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

前年同期比

  
増（減） 

  
構成比

  
（％） 

  
構成比

  
（％） 

前年同期比 
増減率 
（％） 

  

  ＳｏＣプラットフォーム 251,295 36.5 222,536 40.7    △11.4 △28,759

  ＭＣＵプラットフォーム 180,113 26.2 141,837 26.0  △21.3  △38,276

  個別半導体 221,867 32.3 157,362 28.8    △29.1  △64,505

半 導 体 計 653,275 95.0 521,735 95.5    △20.1  △131,540

そ の 他 34,470 5.0 24,735 4.5  △28.2  △9,735

合   計 687,745 100.0 546,470 100.0    △20.5  △141,275



  

  

②所在地別売上高
  （単位 百万円）

  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

  
構成比 

  
（％） 

  
構成比 

  
（％） 

前年同期比 
増減率 
（％） 

  日     本  370,238  53.8  301,617  55.2  △18.5

  米     国  58,256  8.5  38,638  7.1  △33.7

  欧     州  95,936  14.0  74,468  13.6  △22.4

  ア  ジ  ア  163,315  23.7  131,747  24.1  △19.3

合     計 687,745  100.0 546,470  100.0  △20.5

③所在地別営業損益
  （単位 百万円）

  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

  
構成比 

  
（％） 

  
構成比 

  
（％） 

前年同期比 
増（減） 

（百万円） 

  日     本  △9,386  －  △66,287 －  △56,901

  米     国  755  －  △5,326 －  △6,081

  欧     州  2,023  －  △238 －  △2,261

  ア  ジ  ア  11,702  －  3,496 －  △8,206

合     計 5,094  －  △68,355 －  △73,449



金融商品 

(1）デリバティブ 

 各デリバティブ取引における帳簿価額および公正価値は次のとおりです。 

   

(2）市場性ある有価証券 

 市場性ある有価証券について、有価証券の種類ごとの取得価額と時価および未実現損益は次のとおりです。 

   

 リース取引 

  

 当社は、一部の設備については、リース契約による賃借資産を使用しております。 

 オペレーティング・リースに分類される賃借資産の解約不能期間に係る未経過リース料はそれぞれ次のとおりです。 

   

  （単位 百万円）

  
  

平成20年３月末 平成21年３月末  

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 

デリバティブ取引             

為替予約  1,520  1,520  △1,167  △1,167

（単位 百万円）

  
  

平成20年３月末 平成21年３月末  

売却可能有価証券        

持分証券     

取得価額   1,933  1,927

時価  3,345  2,158

未実現損益   1,412  231

（単位 百万円）

  
  

平成20年３月末 平成21年３月末  

１ 年 内  25,499  22,216

１ 年 超  40,555  23,488



ストック・オプション 

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

  

１株当たり当期純損益 

  

 基本的および希薄化後１株当たり当期純損益の計算における分母の調整は次のとおりです。 

 逆希薄化効果があるため、希薄化後１株当たり当期純損益の計算には含めておりませんが、将来潜在的に１株当たり損

益を希薄化する可能性のある証券は次のとおりです。 

  

設備投資額・研究開発費 

 （注） 設備投資額は、有形固定資産（ソフトウェアを除く）取得額を表示しております。 

  

  

  
平成20年３月期 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

平成21年３月期 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 
増（減） 

当期純損益（単位 百万円）  △15,995  △82,625  △66,630

株式数（単位 株）              

加重平均発行済普通株式数  123,498,165  123,497,808  △357

希薄化効果のある証券の影響  － － － 

希薄化後加重平均発行済普通株式数  123,498,165  123,497,808  △357

１株当たり当期純損益（単位 円）              

基本的  △129.52  △669.04  △539.52

希薄化後  △129.52  △669.04  △539.52

  （単位 株）

  
平成20年３月期 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

平成21年３月期 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 
増（減） 

転換社債  11,156,100  11,156,100    －

ストック・オプション  72,000  72,000  －

  （単位 百万円）

  
平成20年３月期 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

平成21年３月期 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 
増（減） 

設備投資額  56,128  56,573  445

減価償却費等  75,067  67,346  △7,721

研究開発費  112,300  110,380  △1,920



  

重要な後発事象 

  

 当社は、平成21年４月27日開催の取締役会において、㈱ルネサス テクノロジとの間で、当社と同社の経営統合に向

けた協議の開始について基本合意することを決議し、同日付で覚書を締結しました。 

 世界の半導体市場においては、製品の性能、構成、価格、品質等の様々な点で激しい競争が繰り広げられており、半

導体企業各社はこうした事業環境に迅速に対応していくことが迫られています。このような状況のもと、当社は、その

経営基盤と技術力をより一層強固なものとし、顧客満足のさらなる向上を通じて企業価値の増大を図ることを目指し、

平成22年４月を目処に㈱ルネサス テクノロジと経営統合することについて協議を開始すること、経営統合後の会社は

株式市場への上場維持を基本とすること等で基本合意しました。 

 本経営統合の詳細条件については、平成21年７月を目処に正式契約を締結する方向で、今後、関係当事者間で協議し

てまいります。なお、本経営統合は、別途両社の株主総会の承認と関係当局の許認可等が得られることを条件として実

施される予定です。 

  

 なお、本経営統合の相手方である㈱ルネサス テクノロジの概要(平成21年３月31日現在)は、次のとおりです。 

  

①商号：㈱ルネサス テクノロジ 

②事業内容：システムＬＳＩ、ディスクリート半導体およびメモリ製品の開発 

      設計、製造、販売およびサービスの提供 

③本店所在地：東京都千代田区大手町二丁目６番２号 

④設立年月日：平成15年４月１日 

⑤資本金：77,000百万円 

⑥株主構成：㈱日立製作所（55％）、三菱電機㈱（45％）   



（第４四半期連結会計期間）  

  

 （注）当社の連結決算は「米国会計基準」に準拠しておりますが、営業損益は「売上高」から「売上原価」、 

「研究開発費」および「販売費および一般管理費」を差し引いたものを表示しております。 

  

＜参考＞四半期連結財務諸表(３か月)

(1)四半期連結損益計算書(３か月)

  （単位 百万円）

科  目 

前第４四半期 
連結会計期間 

(自 平成20年１月１日 
至 平成20年３月31日)

当第４四半期 
連結会計期間 

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日)

  
前年同期比 

  
増（減） 

  
対売上 

高比率 
  

対売上 

高比率 
  

       ％      ％      

売 上 高  165,994  100.0  85,546  100.0  △80,448

売 上 原 価  120,497  72.6  94,588  110.6  △25,909

研 究 開 発 費  24,594  14.8  26,948  31.5  2,354

販売費および一般管理費  20,663  12.5  17,328  20.2  △3,335

営 業 損 益  240  0.1  △53,318  △62.3  △53,558

営 業 外 収 益  874  0.5  536  0.6  △338

受取利息および配当金  531        218        △313

雑 収 益  343        318        △25

営 業 外 費 用 7,841  4.7 16,435  19.2  8,594

支 払 利 息  117        48        △69

雑 損 失  7,724        16,387        8,663

税 引 前 損 益  △6,727  △4.1  △69,217  △80.9  △62,490

法 人 税 等  5,426  3.2  △7,785  △9.1  △13,211

少 数 株 主 損 益 （ 控 除 ）  5  0.0  △451  △0.5  △456

持 分 法 に よ る 投 資 損 益  131  0.1  162  0.2  31

四 半 期 純 損 益  △12,027  △7.2  △60,819  △71.1  △48,792



  

  

  

(2)四半期連結資本勘定計算書(３か月)

前第４四半期連結会計期間（平成20年１月１日 ～ 平成20年３月31日） （単位 百万円）

  資本金 
資本 

剰余金 
利益剰余金

その他の 
包括損益 
累計額 

自己株式 合計 

四半期首残高  85,955  281,065  △102,869  △5,296  △10 258,845 

ストック・オプションに係る報酬費用        8                    8

包括損益                                    

四半期純損益              △12,027                △12,027

その他の包括損益（税効果調整後）                                    

外貨換算調整額                    △7,029          △7,029

年金負債調整額                    △11,867          △11,867

有価証券未実現損益                    △792        △792

包括損益 合計                                  △31,715

四半期末残高 85,955 281,073  △114,896    △24,984  △10 227,138 

当第４四半期連結会計期間（平成21年１月１日 ～ 平成21年３月31日） （単位 百万円）

  資本金 
資本 

剰余金 
利益剰余金

その他の 
包括損益 
累計額 

自己株式 合計 

四半期首残高  85,955  281,081  △136,702  △33,405  △11 196,918 

包括損益                                    

四半期純損益              △60,819                △60,819

その他の包括損益（税効果調整後）                                    

外貨換算調整額                    481        481

年金負債調整額                    △8,080        △8,080

有価証券未実現損益                    △370          △370

包括損益 合計                                  △68,788

四半期末残高  85,955  281,081  △197,521  △41,374  △11 128,130 



（第４四半期連結会計期間） 

  

(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書(３か月)

  （単位 百万円）

項     目

前第４四半期
連結会計期間 

(自 平成20年１月１日 
至 平成20年３月31日) 

当第４四半期
連結会計期間 

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日) 

前年同期比 
  

増（減） 
  

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー                

四半期純損益  △12,027  △60,819  △48,792

営業活動により増加したキャッシュ（純額）への調整                  

減価償却費等  19,305  16,992  △2,313

受取手形および売掛金の（増加）減少額  △10,141  16,858  26,999

たな卸資産の（増加）減少額  3,904  20,953  17,049

支払手形および買掛金の増加（減少）額  △6,683  △32,792  △26,109

そ の 他  6,131  2,509  △3,622

計  489  △36,299  △36,788

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー                  

有形固定資産売却額  13,959  1,581  △12,378

有形固定資産購入額  △17,698  △19,774  △2,076

そ の 他  △531  △494  37

計  △4,270    △18,687    △14,417

フリー・キャッシュ・フロー（ Ⅰ ＋ Ⅱ ）  △3,781  △54,986    △51,205

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー                  

社債および借入金の増加（減少）額  △16,135  △73  16,062

そ の 他  △577  △559  18

計  △16,712  △632 16,080 

為替相場変動の現金および現金同等物への影響額  △2,966  401  3,367

現金および現金同等物純増加（減少）額  △23,459  △55,217  △31,758

現金および現金同等物期首残高  188,931  156,496  △32,435

現金および現金同等物期末残高 165,472 101,279  △64,193



（第４四半期連結会計期間） 

①製品分野別売上高 

  

＜参考＞ プラットフォーム別売上高 

 当社は、製品分野別売上高に加えて、事業特性の類似するプラットフォーム別の売上高も開示しております。 

  
（注） 

ＳｏＣ（システム・オン・チップ）プラットフォーム： ＡＳＩＣ（特定用途向け集積回路）、ＡＳＳＰ（特定用途向け標準品）、メモリ 

ＭＣＵ（マイクロコンピュータ）プラットフォーム： マイクロコントローラ、カーオーディオコントローラ 

個別半導体： 表示ドライバ、アナログＩＣ、ディスクリート半導体、化合物半導体 

  

(4)セグメント情報(３か月)

  （単位 百万円）

  

前第４四半期

連結会計期間 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年３月31日) 

当第４四半期

連結会計期間 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日) 

  
前年同期比 

  
増（減） 

  
構成比

  
（％）

  
構成比

  
（％）

前年同期比

増減率 
（％） 

  

  通信機器分野 16,986 10.2 12,101 14.1 △28.8  △4,885

  コンピュータおよび周辺機器分野 27,122 16.4 9,673 11.3 △64.3  △17,449

  民生用電子機器分野 31,719 19.1 23,431 27.4 △26.1  △8,288

  自動車および産業機器分野 29,222 17.6 12,672 14.8 △56.6  △16,550

  多目的・多用途ＩＣ 20,309 12.2 10,485 12.3 △48.4  △9,824

  ディスクリート・光・マイクロ波 30,085 18.1 12,348 14.4 △59.0  △17,737

半 導 体 計 155,443 93.6 80,710 94.3 △48.1  △74,733

そ の 他 10,551 6.4 4,836 5.7 △54.2  △5,715

合   計 165,994 100.0 85,546 100.0 △48.5  △80,448

  （単位 百万円）

  

前第４四半期

連結会計期間 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年３月31日) 

当第４四半期

連結会計期間 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日) 

  
前年同期比 

  
増（減） 

  
構成比

  
（％）

  
構成比

  
（％）

前年同期比

増減率 
（％） 

  

  ＳｏＣプラットフォーム  59,123 35.6 39,041 45.6 △34.0  △20,082

  ＭＣＵプラットフォーム  44,778 27.0 20,846 24.4 △53.4  △23,932

  個別半導体  51,542 31.0 20,823 24.3 △59.6  △30,719

半 導 体 計 155,443 93.6 80,710 94.3 △48.1  △74,733

そ の 他  10,551 6.4 4,836 5.7 △54.2  △5,715

合   計 165,994 100.0 85,546 100.0 △48.5  △80,448



②所在地別売上高 

  

③所在地別営業損益 

  

  （単位 百万円）

  

前第４四半期 
連結会計期間 

（自 平成20年１月１日 
至 平成20年３月31日） 

当第４四半期 
連結会計期間 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

  
構成比 

  
（％） 

  
構成比 

  
（％） 

前年同期比 
増減率 
（％） 

  日     本  91,740  55.3  47,639  55.7  △48.1

  米     国  13,509  8.1  6,481  7.6  △52.0

  欧     州  24,996  15.1  14,162  16.5  △43.3

  ア  ジ  ア  35,749  21.5  17,264  20.2  △51.7

合     計 165,994  100.0 85,546  100.0  △48.5

  （単位 百万円）

  

前第４四半期 
連結会計期間 

（自 平成20年１月１日 
至 平成20年３月31日） 

当第４四半期 
連結会計期間 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

  
構成比 

  
（％） 

  
構成比 

  
（％） 

前年同期比 
増（減） 

（百万円） 

  日     本  △4,401  －  △47,613 －  △43,212

  米     国  726  －  △2,866 －  △3,592

  欧     州  1,478  －  △983 －  △2,461

  ア  ジ  ア  2,437  －  △1,856 －  △4,293

合     計  240  －    △53,318 －  △53,558



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位 百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,488 37,851

受取手形 83 99

売掛金 67,183 34,646

有価証券 121,958 52,581

製品 8,401 7,308

原材料 7,424 －

仕掛品 895 372

貯蔵品 5,156 －

原材料及び貯蔵品 － 12,607

前払費用 142 186

関係会社短期貸付金 127,418 152,915

未収入金 18,918 10,058

その他 1,587 2

貸倒引当金 △2 △1,598

流動資産合計 389,651 307,028

固定資産   

有形固定資産   

建物 19,838 16,603

減価償却累計額 △13,718 △11,973

建物（純額） 6,120 4,630

構築物 113 95

減価償却累計額 △66 △41

構築物（純額） 47 54

機械及び装置 60,536 45,286

減価償却累計額 △47,528 △38,544

機械及び装置（純額） 13,008 6,741

車両運搬具 3 3

減価償却累計額 △3 △3

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 26,046 23,510

減価償却累計額 △21,235 △19,589

工具、器具及び備品（純額） 4,811 3,921

建設仮勘定 568 425

有形固定資産合計 24,554 15,772

無形固定資産   

ソフトウエア 14,553 15,431

ソフトウエア仮勘定 5,199 －

その他 56 46

無形固定資産合計 19,808 15,476



（単位 百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 507 281

関係会社株式 62,737 40,280

長期前払費用 3,592 9,193

前払年金費用 7,102 3,018

その他 330 556

投資その他の資産合計 74,269 53,327

固定資産合計 118,631 84,576

資産合計 508,282 391,604

負債の部   

流動負債   

支払手形 6 －

買掛金 76,523 49,037

リース債務 － 5

未払金 13,783 8,475

未払費用 18,687 13,819

未払法人税等 284 258

前受金 1,204 369

関係会社預り金 45,275 39,654

製品保証引当金 638 468

その他 223 1,148

流動負債合計 156,623 113,232

固定負債   

新株予約権付社債 110,000 110,000

リース債務 － 11

繰延税金負債 2,646 2,646

その他 1,247 5,872

固定負債合計 113,893 118,529

負債合計 270,516 231,761



（単位 百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 85,955 85,955

資本剰余金   

資本準備金 21,489 21,489

その他資本剰余金 236,239 236,239

資本剰余金合計 257,728 257,728

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △105,938 △183,879

利益剰余金合計 △105,938 △183,879

自己株式 △10 △11

株主資本合計 237,735 159,793

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △28 △17

評価・換算差額等合計 △28 △17

新株予約権 59 67

純資産合計 237,765 159,843

負債純資産合計 508,282 391,604



（２）損益計算書 

（単位 百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高 588,999 476,516

売上原価 427,017 354,878

売上総利益 161,982 121,638

販売費及び一般管理費 188,783 177,051

営業利益又は営業損失（△） △26,801 △55,413

営業外収益   

受取利息 2,711 2,025

有価証券利息 1,231 991

受取配当金 3 6,417

雑収入 343 168

営業外収益合計 4,288 9,601

営業外費用   

支払利息 1,667 883

為替差損 2,576 2,666

退職給付費用 940 940

固定資産廃棄損 1,175 1,112

雑支出 634 689

営業外費用合計 6,992 6,290

経常利益又は経常損失（△） △29,505 △52,102

特別利益   

固定資産売却益 2,025 439

関係会社損失引当金戻入益 1,306 －

貸倒引当金戻入額 860 －

子会社清算益 － 686

特別利益合計 4,191 1,125

特別損失   

固定資産売却損 75 98

子会社株式評価損 2,314 22,425

早期退職関連費用 2,038 －

自社利用ソフトウェア臨時償却費 461 －

事業構造改善費用 － 2,589

貸倒引当金繰入額 － 1,598

投資有価証券評価損 － 320

特別損失合計 4,888 27,030

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △30,201 △78,007

法人税、住民税及び事業税 △1,792 △58

法人税等調整額 8 △7

法人税等合計 △1,784 △65

当期純利益又は当期純損失（△） △28,417 △77,941



（３）株主資本等変動計算書 

（単位 百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 85,955 85,955

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 85,955 85,955

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 21,489 21,489

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 21,489 21,489

その他資本剰余金   

前期末残高 236,239 236,239

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 236,239 236,239

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △77,521 △105,938

当期変動額   

当期純損失（△） △28,417 △77,941

当期変動額合計 △28,417 △77,941

当期末残高 △105,938 △183,879

自己株式   

前期末残高 △8 △10

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 △2 △1

当期末残高 △10 △11

株主資本合計   

前期末残高 266,154 237,735

当期変動額   

当期純損失（△） △28,417 △77,941

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 △28,419 △77,942

当期末残高 237,735 159,793



（単位 百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △10 △28

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19 11

当期変動額合計 △19 11

当期末残高 △28 △17

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △8 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 －

当期変動額合計 8 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △17 △28

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11 11

当期変動額合計 △11 11

当期末残高 △28 △17

新株予約権   

前期末残高 25 59

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 34 8

当期変動額合計 34 8

当期末残高 59 67

純資産合計   

前期末残高 266,162 237,765

当期変動額   

当期純損失（△） △28,417 △77,941

自己株式の取得 △2 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 23 19

当期変動額合計 △28,396 △77,923

当期末残高 237,765 159,843



  

    該当事項はありません。 

  

  

リース取引関係  

  

 有価証券関係  
  

当事業年度および前事業年度において子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

  
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額

  

取得価額
 相当額 

  
（百万円）

減価償却
 累計額 
 相当額 
（百万円）

期末残高
 相当額 

  
（百万円）

建物 5,747 1,102 4,645

機械及び
装置 253 138 115

合計 6,000 1,240 4,759

 

取得価額 
 相当額 

   
（百万円） 

減価償却 
 累計額 
 相当額 
（百万円） 

期末残高
 相当額 

  
（百万円）

建物  5,747  1,317 4,430

機械及び
装置  4  3 1

合計  5,750  1,320 4,430

  ２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

    （百万円）

１年内 337

１年超 3,580

合計 3,917

  （百万円）

１年内 262

１年超 3,274

合計 3,536

  ３ 支払リース料、減価償却費相当額およ

び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額およ

び支払利息相当額 

    （百万円）

支払リース料 552

減価償却費相当額 347

支払利息相当額 126

  （百万円）

支払リース料 374

減価償却費相当額 265

支払利息相当額 53

  ４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 同左 

  ５ 利息相当額の算定方法 ５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。 

 同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りませんので、項目等の記載は省略して

おります。 

（減損損失について） 

 同左 

２ オペレーティング・リー

ス取引 

未経過リース料  

  （百万円）

１年内 17,644

１年超 28,175

合計 45,819

未経過リース料  

  （百万円）

１年内 15,331

１年超 12,433

合計 27,765



  

重要な後発事象  

  

 当社は、平成21年４月27日開催の取締役会において、㈱ルネサス テクノロジとの間で、当社と同社の経営統合に向

けた協議の開始について基本合意することを決議し、同日付で覚書を締結しました。 

 世界の半導体市場においては、製品の性能、構成、価格、品質等の様々な点で激しい競争が繰り広げられており、半

導体企業各社はこうした事業環境に迅速に対応していくことが迫られています。このような状況のもと、当社は、その

経営基盤と技術力をより一層強固なものとし、顧客満足のさらなる向上を通じて企業価値の増大を図ることを目指し、

平成22年４月を目処に㈱ルネサステクノロジと経営統合することについて協議を開始すること、経営統合後の会社は株

式市場への上場維持を基本とすること等で基本合意しました。 

 本経営統合の詳細条件については、平成21年７月を目処に正式契約を締結する方向で、今後、関係当事者間で協議し

てまいります。なお、本経営統合は、別途両社の株主総会の承認と関係当局の許認可等が得られることを条件として実

施される予定です。 

  

 なお、本経営統合の相手方である㈱ルネサス テクノロジの概要(平成21年３月31日現在)は、次のとおりです。 

  

①商号：㈱ルネサス テクノロジ 

②事業内容：システムＬＳＩ、ディスクリート半導体およびメモリ製品の開発 

      設計、製造、販売およびサービスの提供 

③本店所在地：東京都千代田区大手町二丁目６番２号 

④設立年月日：平成15年４月１日 

⑤資本金：77,000百万円 

⑥株主構成：㈱日立製作所（55％）、三菱電機㈱（45％）   

  



【連結会計年度】（平成20年４月１日から平成21年３月31日） 

【第４四半期連結会計期間】（平成21年１月１日から平成21年３月31日の３か月間） 

 （注）①億円未満を四捨五入して表示しております。 
②当社の連結決算は「米国会計基準」に準拠しておりますが、営業損益は「売上高」から「売上原価」、「研究開発費」および 

「販売費および一般管理費」を差し引いたものを表示しております。 
③１株当たり当期純損益および１株当たり四半期純損益は、米国財務会計基準書第128号「１株当たり利益」に基づいて算出して 
  おります。 
④株主資本の金額は、「米国会計基準」に基づいて表示しております。 
⑤設備投資額は、有形固定資産(ソフトウェアを除く)取得額を表示しております。 

  平成21年３月期 連結決算概要   

  

平成20年３月期
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

平成21年３月期
当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前期比 
 増（減）     

金額 率 

  億円 ％ 億円 ％ 億円 ％       
売上高  6,877 100.0 5,465 100.0  △1,413  △20.5       

半導体売上高   6,533      5,217       △1,315  △20.1       
営業損益  51 0.7 △684 △12.5  △734 －       
税引前損益  △33 △0.5 △893 △16.3  △861 －       
当期純損益  △160 △2.3 △826 △15.1  △666 －       
  円      円      円 ％       
１株当たり当期純損益                                     

基本的  △129.52      △669.04       △539.52  －       
希薄化後  △129.52      △669.04       △539.52  －       

                                 
  億円      億円      億円 ％       
設備投資額  561      566       4  0.8       
減価償却費等  751      673       △77  △10.3       
研究開発費  1,123      1,104       △19  △1.7       

  円      円                      
米ドル為替レート（円）  116      101                      
ユーロ為替レート（円）  161      146                      

  

平成20年３月期
前第４四半期連結会計期間 
（自 平成20年１月１日 

至 平成20年３月31日） 

平成21年３月期
当第４四半期連結会計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日） 

前年同期比 
増（減）     

金額 率 

  億円 ％ 億円 ％ 億円 ％       
売上高  1,660 100.0 855 100.0  △804  △48.5       

半導体売上高  1,554      807       △747  △48.1       
営業損益  2 0.1 △533 △62.3  △536 －       
税引前損益  △67 △4.1 △692 △80.9  △625 －       
四半期純損益  △120 △7.2 △608 △71.1  △488 －       
  円      円      円 ％       
１株当たり四半期純損益                                     

基本的  △97.39      △492.47       △395.08 －       
希薄化後  △97.39      △492.47       △395.08 －       

                                 
  億円      億円      億円 ％       
設備投資額  181      171       △10  △5.6       
減価償却費等  193      170       △23  △12.0       
研究開発費  246      269       24  9.6       

  円      円                      
米ドル為替レート（円）  109      91                      
ユーロ為替レート（円）  160      120                      

           

  前連結会計年度末
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度末
（平成21年３月31日） 

前期末比 
増（減）  

金額 率 

  億円      億円      億円 ％    
総資産  6,163      4,825       △1,338  △21.7    
株主資本  2,271      1,281       △990  △43.6    

                                 
  人      人      人 ％    
従業員数  23,110      22,476       △634  △2.7    



  

  

  

  

  

  

問合せ先  ＮＥＣエレクトロニクス株式会社 コーポレートコミュニケーション部 

〒211-8668 神奈川県川崎市中原区下沼部1753 
  

＜報道関係＞   猪熊／楓     TEL(044)435-1676(直通) 

＜ＩＲ関係＞   覚知／林    TEL(044)435-1664(直通) 

  

  
〔将来予測に関する注意〕 

本資料に記載されている当社および連結子会社（以下ＮＥＣエレクトロニクスと総称します。）の計画、戦略および業績

見通しは、将来の予測であって、リスクや不確定な要因を含んでおります。実際の業績等は、様々な要因により、これら

見通し等とは大きく異なる結果となりうることをあらかじめご承知願います。実際の業績等に影響を与えうる重要な要因

としては、(1)ＮＥＣエレクトロニクスの事業領域を取り巻く日本、北米、アジア、欧州等の経済情勢、(2)市場における

ＮＥＣエレクトロニクスの製品、サービスに対する需要動向や競争激化による価格下落圧力、(3)激しい競争にさらされ

た市場においてＮＥＣエレクトロニクスが引き続き顧客に受け入れられる製品、サービスを供給し続けていくことができ

る能力、(4)為替レート（特に米ドルと円との為替レート）の変動等がありますが、これら以外にも様々な要因がありえ

ます。また、世界経済の悪化、世界の金融情勢の悪化、国内外の株式市場の低迷等により、実際の業績等が当初の見通し

と異なる結果となる可能性もあります。 
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